
公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（公共工事）

点検結果
（見直す場合はその内容）公共工事の名称、

場所、期間及び種
別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

契約の相手方の法
人番号

様式７－１



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（公共工事）

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法
書又は会計規定等
の根拠規定及び理

由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商号
又は名称、住所及び法

人番号

契約の相手方の法人
番号

様式７－２



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

スマート農業実証プ
ロジェクト令和３年
度継続課題の運
営・進行管理支援
業務

本部管理本部 総務
部長　羽野　猛
茨城県つくば市観
音台３－１－１

令和3年3月23日
公益社団法人農林水産・食品産業
技術振興協会
東京都港区赤坂１-９-１３

8010405000743 一般競争入札 － 143,979,198 － 公社 国認定 1

一般競争入札を行った結果、契約
の相手方が公益法人となったもの
である。今後、１者応札の解消に向
け、発注予定情報の早期掲載、入
札公告の早期化、入札公告期間の
長期化等に努める。なお、入札・契
約条件、契約方式、公平性及び透
明性のいずれについても契約監視
委員会において事後点検を受けて
おり、問題点は認められなかった。

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

公益法人の場合
契約の相手方の法

人番号

様式７－３



公益法人の区
分

国認定、都道
府県認定の区
分

応札・応募者数
継続支出の
有無

「和牛のゲノムデータベースと
地域サンプルを活用した生産阻
害因子解明のための解析プ
ラットフォームの構築」委託研究

生物系特定産業技術研究支援
センター所長　竹田　秀一
神奈川県川崎市川崎区東田町８
パレール三井ビルディング１６階

令和2年4月1日
公益社団法人畜産技術協会
東京都文京区湯島３－２０－９

3010005003795

試験研究計画の公募を行い、
外部有識者等で構成される評
議委員会による審査の結果、
採択されており、競争を許さな
いことから会計規程第３８条第
１号に該当するため。

－ 28,120,000 － 0 公社 国認定 1

公募型企画競争により選定され
た相手方を随意契約審査委員
会において審査したものであ
り、競争性、透明性は確保され
ている。なお、契約条件、契約
方式のいずれについても問題
点は認められなかった。

有

研究委託(p-005)：スマート捕
獲・スマートジビエ技術の確立

本部管理本部さいたま管理部長
櫻井　達也
埼玉県さいたま市北区日進町１
－４０－２

令和2年4月1日
公益社団法人農林水産・食品
産業技術振興協会
東京都港区赤坂１－９－１３

8010405000743

試験研究計画の公募を行い、
外部有識者等で構成される委
員会による審査の結果、採択さ
れており、競争を許さないこと
から会計規程第３８条第１号に
該当するため。

－ 74,216,000 － 1 公社 国認定 1

公募型企画競争により選定され
た相手方を随意契約審査委員
会において審査したものであ
り、競争性、透明性は確保され
ている。なお、契約条件、契約
方式のいずれについても問題
点は認められなかった。

無

クラスター事業「イアコーン収穫
スナッパヘッドの現地適応化」

本部管理本部さいたま管理部長
櫻井　達也
埼玉県さいたま市北区日進町１
－４０－２

令和2年5月7日
公益社団法人農林水産・食品
産業技術振興協会
東京都港区赤坂１－９－１３

8010405000743

試験研究計画の公募を行い、
外部有識者等で構成される委
員会による審査の結果、採択さ
れており、競争を許さないこと
から会計規程第３８条第１号に
該当するため。

－ 11,001,540 － 1 公社 国認定 1

公募型企画競争により選定され
た相手方を随意契約審査委員
会において審査したものであ
り、競争性、透明性は確保され
ている。なお、契約条件、契約
方式のいずれについても問題
点は認められなかった。

無

クラスター事業「セル成型苗を
利用したホウレンソウ移植栽培
技術の開発」

本部管理本部さいたま管理部長
櫻井　達也
埼玉県さいたま市北区日進町１
－４０－２

令和2年5月29日
公益社団法人農林水産・食品
産業技術振興協会
東京都港区赤坂１－９－１３

8010405000743

試験研究計画の公募を行い、
外部有識者等で構成される委
員会による審査の結果、採択さ
れており、競争を許さないこと
から会計規程第３８条第１号に
該当するため。

－ 13,105,000 － 1 公社 国認定 1

公募型企画競争により選定され
た相手方を随意契約審査委員
会において審査したものであ
り、競争性、透明性は確保され
ている。なお、契約条件、契約
方式のいずれについても問題
点は認められなかった。

無

クラスター事業「豚舎洗浄ロ
ボットの実用化研究」

本部管理本部さいたま管理部長
櫻井　達也
埼玉県さいたま市北区日進町１
－４０－２

令和2年6月3日
公益社団法人農林水産・食品
産業技術振興協会
東京都港区赤坂１－９－１３

8010405000743

試験研究計画の公募を行い、
外部有識者等で構成される委
員会による審査の結果、採択さ
れており、競争を許さないこと
から会計規程第３８条第１号に
該当するため。

－ 11,895,000 － 1 公社 国認定 1

公募型企画競争により選定され
た相手方を随意契約審査委員
会において審査したものであ
り、競争性、透明性は確保され
ている。なお、契約条件、契約
方式のいずれについても問題
点は認められなかった。

無

放射線育種場ガンマ線照射室
線源交換業務

次世代作物開発研究センター放
射線育種場　場長　森下　敏和
茨城県常陸大宮市上村田２４２５

令和2年9月7日

公益社団法人日本アイソトープ
協会
東京都文京区本駒込２－２８－
４５

7010005018674

現在、放射性廃棄物を業として
集荷・処理する許可を得ている
機関は公益社団法人日本アイ
ソトープ協会のみであり、同協
会以外に本業務を実施できる
者がないことから、会計規程第
３８条第１号に該当するため。

－ 12,551,000 － 0 公社 国認定 1
随意契約を継続：
当該事業を実施している唯一
の事業者であるため

無

令和2年度基礎的研究業務追
跡調査委託業務

生物系特定産業技術研究支援
センター 所長 竹田　秀一
神奈川県川崎市川崎区東田町８
パレール三井ビルディング１６階

令和2年9月18日
公益社団法人農林水産・食品
産業技術振興協会
東京都港区赤坂１－９－１３

8010405000743

公募型企画競争により選定され
た相手方を随意契約審査委員
会において審査したものであ
り、会計規程第３８条第１号に
該当するため。

－ 25,678,116 － 1 公社 国認定 1

公募型企画競争により選定され
た相手方を随意契約審査委員
会において審査したものであ
り、競争性、透明性は確保され
ている。なお、契約条件、契約
方式のいずれについても問題
点は認められなかった。

無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにそ

の所属する部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
随意契約によることとした業務
方法書又は会計規定等の根拠

規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号又は名称

及び住所
契約の相手方の法人

番号

様式７－４



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

継続支出の
有無

該当なし

【記載要領】

（注１）「公益法人等」には、特例民法法人、公益社団・財団法人が含まれる。

（注２）「名目・趣旨等」には、その詳細を簡潔に記載すること。

（注３）「会費一口当たりの金額、もしくは最低限の金額」の欄は支出先法人が定める会費一口当たりの金額もしくは最低限の額を記載すること。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、も
しくは最低限の金額

（単位：円）

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番
号

独立行政法人から公益法人への契約以外の支出についての見直しの状況

点検結果
（見直す場合はその内容）公益法人の場合

交付又は支出先法人名
称

名目・趣旨等
交付又は支出額

（単位：円）

様式８


